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かすがケアプランサービス 

重要事項説明書 
 

 
 
 
 
 

当事業所はご利用者に対して指定居宅介護支援サービスを提供します。事業所の概要や提供される

サービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

※当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要介護」と認定された方が

対象となります。（要介護認定の申請中で結果通知を受けていない方でもサービス

の利用は可能です。） 

 
◇◆目次◆◇ 

１．事業所の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

２．事業実施地域及び営業時間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

３．職員の体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

４．当事業所が提供するサービス内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

５．サービス利用料金等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

６．苦情の受付について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

７．事故防止及び発生時の対応・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

８．個人情報の取り扱いについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

 

当事業所は介護保険の指定を受けています。 
（春日市指定 第 4073100119 号） 

 

 
 ご利用者が居宅での介護サービスやその他の保健医療サービス、福祉サービスを適切に利用

することができるよう、次のサービスを実施します。 
○ご利用者の心身の状況やご利用者及びそのご家族等の希望をおうかがいして、「居宅サービス

計画（ケアプラン）」を作成します。 
○ご利用者の居宅サービス計画に基づくサービス等の提供が確保されるよう、ご利用者及びそ

の家族等、指定居宅サービス事業者等との連絡調整を継続的に行い、居宅サービス計画の実

施状況を把握します。 
○必要に応じて、事業者とご利用者双方の合意に基づき、居宅サービス計画を変更します。 

☆居宅介護支援とは 
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１．事業所の概要 

（１）事業所の種類   指定居宅介護支援事業所 

           平成１２年２月１日指定  福岡県４０７３１００１１９号 

           平成３０年４月１日指定  春日市４０７３１００１１９号 

                        （法改正に伴う指定権者変更） 

（２） 事業の目的      当事業所は、要介護に合わせたご利用者それぞれのケアプランを作成し、 

また、ケアプランに基づく最適なサービスが提供できるよう、各サービス

機関との連絡調整などを行います。 

（３）事業所の名称    社会福祉法人 仁風会 

           かすがケアプランサービス 

（４）事業所の所在地  〒816-0841 福岡県春日市塚原台３丁目１２９番地 

（５）電話番号       ０９２（５９５）６３６９ 

   （FAX）     ０９２（５９５）６３６１ 

（６）代表者氏名     理事長 見元 伊津子 

 

 

２．事業実施地域及び営業時間 

（１）通常の事業の実施地域  春日市、大野城市、太宰府市、筑紫野市、 

               那珂川市、福岡市南区・博多区 

 

（２）営業日及び営業時間      

営業日 月曜日 ～ 土曜日  （日・祝はお休み）                      

休業日 
日曜日・祝日 

１２月３０日～１月３日 

受付時間 ８：３０～１７:３０ 

※ 電話等により、２４時間連絡体制を確保しています。 

 

 

３．職員の体制                       2024 年 4 月現在 

職  種 人数 

管理者         

(主任介護支援専門員) 
1 名 

介護支援専門員 2 名 

事務職員 1 名 

※ 利用者の数により増減する場合があります。 
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４．当事業所が提供するサービス内容 

（１）居宅サービス計画の作成 

・ご利用者のご家庭を訪問して、ご利用者の心身の状況、置かれている環境等を把握したうえ

で、居宅介護サービス及びその他の必要な保健医療サービス、福祉サービス（以下「指定居宅 

サービス等」という。）が、総合的かつ効率的に提供されるように配慮して、居宅サービス計画

を作成します。 

・介護保険等関連情報（ＬＩＦＥ等）その他必要な情報を活用し、適切かつ有効に行なうよう

努めます。 

・ご利用者及びそのご家族等は、複数のサービス事業所の紹介、サービス事業者の選定理由を

求めることが可能です。 

・居宅介護支援提供の際に、当事業所の前 6 か月間（3～8 月、9～翌年 2 月）に作成した居宅

サ―ビス計画書における、訪問介護、通所介護、地域密着通所介護、福祉用具貸与の各サービ

スごとに、同一事業者によって提供されたものの割合を別紙にて説明します。（別紙①） 

 

 

（２）居宅サービス計画作成後の便宜の供与 

・ご利用者及びその家族等、指定居宅サービス事業者との連絡を継続的に行い居宅サービス計

画の実施状況を把握します。 

・居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サービス事業者等との

連絡調整を行います。 

・ご利用者及びそのご家族等の意思を踏まえて、要介護認定の更新申請等に必要な援助を行い

ます。 

 

 

（３）居宅サービス計画の変更 

  ご利用者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、または事業者が居宅サービス計画の変

更が必要と判断した場合は、事業者とご利用者の合意に基づき、居宅サービス計画を変更しま

す。 

 

 

（４）医療との連携 

入院する必要が生じた場合には、入院先の病院や診療所などに、 

当事業所の担当ケアマネジャーの氏名および、連絡先（電話：０９２－５９５－６３６９） 

をお伝えください。 

 

 

（５）他機関との各種会議等 

 ・利用者等が参加せず、医療・介護の関係者のみで実施するものについて、「医療・介護関係 

 事業者における個人情報の適切な取扱のためのガイダンス」及び「医療情報システムの安全 

 管理に関するガイドライン」等を参考にして、テレビ電話等を活用しての実施を行います。 

 ・利用者等が参加して実施するものについて、上記に加えて、利用者等の同意を得た上で、 

テレビ電話等を活用して実施します。 
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（６）業務継続計画の策定 

  事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援事業の提

供を継続的に実施するため及び非常時の体制での早期の業務再開を図るための計画を策定し、

当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

  また、介護支援専門員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓

練を定期的に実施するよう努めます。 

  定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

 

（７）感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

  事業所は、感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じるよう

努めます。 

①事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする）をおおむね 6月に 1回以上開催します。 

 その結果を、介護支援専門員に周知徹底します。 

 ②事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

③介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施 

  します。 

 

 

（８）虐待の防止 

  事業所は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に掲げる措置を講じるよう努 

めます。 

①事業所における虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行う 

事ができるものとします）を定期的に開催するとともに、その結果について、介護支援専門 

員に周知徹底を図ります。 

 ②事業所における虐待防止のための指針を整備します。 

 ③介護支援専門員に対し、虐待防止のための研修を定期的に実施します。 

 ④虐待防止の措置を講じるための担当者を置きます。 

 

（９）身体拘束の適正化 

   事業所は、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場

合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）

は行わないものとします。やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その

際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録します。 

 

 

（１０）ハラスメント対策 

  事業所は所属する法人規定に則り相談窓口を設け、さまざまなハラスメントに対し措置を講

じるように努めます。 

職員に対し定期的な研修、調査を実施します。 
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（１１）その他 

サービス提供の為に、介護保険被保険者証に記載された内容（被保険者資格、要介護状態区分 

等の有無、認定の有効期間等）および介護保険負担割合証に記載された内容（利用者の負担割合、

適用期間等）を確認させていただきます。尚、記載内容に変更があった場合には、すみやかにお

知らせください。 

 

５．サービス利用料金等 

 居宅介護支援に関するサービス利用料金について、事業者が法律の規定に基づいて、介護保険

からサービス利用料金に相当する給付を受領する場合（法廷代理受領）は、ご利用者の自己負担

はありません。 

 但し、ご利用者の介護保険料の滞納等により、事業者が介護保険からサービス利用料金に相当

する給付を受領することができない場合は、下記のサービス利用料金の全額をいったんお支払い

下さい。 

 

（１）居宅介護支援費 

 

（２）加算料金 

加算項目 単位数 利用料金 算定条件 

初回加算 ３００ 

（単位数× 

地域加算 10.70）円 

※いずれかに該当する場合。 

・新規に居宅サービス計画を作成した場

合。 

・要支援者が要介護認定を受けて、居宅

サービス計画を作成した場合。 

・要介護状態区分が 2段階以上変更した

場合。 

特定事業所 

加算 

Ⅰ ５１９ 
事業所が国の定める基準（主任介護支援

専門員の配置、職員数等諸々の条件）に

適合しているものとして市町村長に届け

出た場合。 

 

Ⅱ ４２１ 

Ⅲ ３２３ 

A １１４ 

 

区分 単位数 利用料金 

要介護 １・２ １，０８６ 

（単位数 × 地域加算１０．７０）円 

要介護 ３・４・５ １，４１１ 
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加算項目 単位数 利用料金 算定条件 

通院時情報 

連携加算 
５０ 

（単位数× 

地域加算 10.70）円 

利用者が医師又は歯科医師の診察を受け

る際に同席し、医師又は歯科医師等に利

用者の心身の状況や生活環境等の必要な

情報提供を行い、医師等から利用者に関

する必要な情報を受けた上で、居宅サー

ビス計画等に記録した場合。 

入院時情報 

連携加算 

Ⅰ ２５０ 

※ご利用者1人につき、1月に1回を限度。 

ご利用者が病院又は診療所（以下『病院

等』）に入院されるに当たって当該病院等

の職員に対してご利用者に係る必要な情

報を入院当日に提供した場合。 

Ⅱ ２００ 

※ご利用者1人につき、1月に1回を限度。 

ご利用者が病院等に入院されるに当たっ

て、当該病院等の職員に対してご利用者

に係る必要な情報を入院した日の翌日、

翌々日に提供した場合。 

退院・退所 

加算 

Ⅰイ ４５０ 
※ご利用者 1人につき、入院等期間中に 1

回を限度。 

※初回加算を算定する場合は、算定しな

い。 

ご利用者が病院等、又は、地域密着型介

護老人福祉施設若しくは介護保険施設

(以下『施設等』）を退院・退所されるに

当たって、介護支援専門員が病院等・施

設等の職員と面談を行い、ご利用者に関

する必要な情報の提供を得た上で、居宅

サービス計画を作成した場合。 

Ⅰロ ６００ 

Ⅱイ ６００ 

Ⅱロ ７５０ 

Ⅲ ９００ 

緊急時等居宅 

カンファレンス 

加算 

２００ 

※ご利用者 1人につき、 

1 月に 2回を限度。 

病院等の求めにより、当該病院等の職員

と共にご利用者の居宅を訪問し、カンフ

ァレンスを行い、必要に応じて居宅サー

ビス等の利用調整を行った場合。 

ターミナルケア 

 マネジメント加算 
４００ 

（単位数× 

地域加算 10.70）円 

※在宅で死亡した利用者に対して、終末

期の医療やケアの方針に関する当該利用

者又はその家族の意向を把握した上でそ

の死亡日及び死亡日前１４日以内に２日

以上在宅を訪問し、当該利用者の心身の

状況等を記録し、主治の医師及びサービ

ス事業者に提供した場合。２４時間の連

絡体制とケアマネジャー業務体制の確保

が必要。 



                                    
7

 

 

（３）交通費 

通常の事業実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用される場合は、

公共交通機関利用の場合はその運賃、または 1km あたり 22円の実費をいただきます。 

 

（４）その他 

居宅介護サービス計画書作成後、ご利用者のご都合によりサービスの利用がない（介護報酬が

国保連合会に請求できない）場合はやむをえない事情を除き、利用料金と同額をキャンセル料金

としていただく場合があります。 

 

 

６．苦情の受付について 

 

（１）当事業所における苦情やご相談についてはご遠慮なくスタッフにお申し付け下さい。 

  苦情解決責任者   志垣 美雪  （管理者 連絡先：092-595-6369） 

 

  苦情受付担当者   髙橋 紀子  （介護支援専門員 連絡先：092-595-6369） 

            樫本 喜代美 （      同上          ） 

第三者委員     河鍋 辰紀  （連絡先：092-501-4947） 

          諌山 登   （連絡先：092-503-5210） 

 

① 苦情は面接・電話・書面（施設内に苦情意見箱を設置しています。）などにより苦情受付

担当者が随時受付けます。なお、第三者に直接苦情を申し出る事もできます。  

② 苦情受付担当者が受付けた苦情を苦情解決責任者に報告いたします。 

③ 苦情解決責任者は苦情申出人と誠意をもって話し合い、解決に努めます。その際苦情申出

人は、第三者委員の助言や立会いを求めることができます。  

 

 

 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

 

当事業所以外にも、下記の機関に申し立てることができます。 

国民健康保険団体連合会 

介護サービス相談窓口 

所在地  福岡市博多区吉塚本町 13 番 47 号 

電話番号 （092）642-7859  FAX (092) 642-7857 

福岡県社会福祉協議会 

福岡県運営適正化委員会 

所在地  春日市原町 3-1-7 クローバープラザ４Ｆ 

電話番号 （092）915-3511  FAX (092) 584-3790  
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○当事業所における通常の実施区域の介護保険担当課 

春日市役所 

高齢課 

所在地 春日市原町 3-1-5 

電話番号 （092）584-1111（代表） FAX (092) 584-3090 

大野城市役所 

すこやか福祉部  

介護支援課 

所在地 大野城市曙町 2丁目 2-1 

電話番号 （092）580-1860  FAX (092) 573-8083 

太宰府市役所 

健康福祉部 

高齢者支援課 

所在地 太宰府市観世音寺 1丁目 1番１号 

電話番号（092）921-2121（代表）FAX (092) 921-1601 

筑紫野市役所 

健康福祉部 

高齢者支援課 

所在地 筑紫野市石崎 1丁目 1番１号 

電話番号（092）923-1111（代表） FAX (092) 920-1786 

那珂川市役所 

高齢者支援課 

所在地 那珂川市西隈 1丁目 1番 1号 

電話番号（092）953-2211（代表） FAX (092) 953-2312 

福岡市南区役所 

福祉・介護保険課 

所在地  福岡市南区塩原 3丁目 25-3  

保健福祉センター2Ｆ 

電話番号 （092）559-5127   FAX (092)512-8811  

福岡市博多区役所 

福祉・介護保険課 

所在地  福岡市博多区博多駅前 2丁目 9-3 

      

電話番号 （092）419-1078  FAX (092) 441-1455 

上記以外の各市町村介護保険担当課でも受け付けています。 

 

７．事故防止及び発生時の対応 

（１）当事業所は、事故発生の防止のための指針を設けております。 

（２）当事業所は、事故が発生した際にはその原因を解明し、再発生を防ぐ為の対策を講じています。 

（３）当事業所は、事故発生の防止のための委員会を設置し、また、職員に対する研修を定期的に行

っています。 

（４）当事業所は、賠償すべき事態となった場合には、ご利用者又はご家族に生じた損害について、

賠償するものとします。 

 

８．個人情報保護法について 

   当施設（全事業）は保有する利用者等の個人情報に関し適正かつ適切な取扱いに努力するとと

もに、広く社会からの信頼を得るために、自主的なルール及び体制を確立し、個人情報に関連す

る法令その他関係法令及び厚生労働省のガイドラインを遵守し、個人情報の保護を図ることを宣

言します。（別紙「『個人情報の保護に関する法律』に基づく公表事項」参照） 

 

 

 



別紙① 

 

当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与

の利用状況は以下のとおりです。 

 

 

 ①前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、 

  地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合 

 

訪問介護 10％ 

通所介護 69％ 

地域密着型通所介護 9％ 

福祉用具貸与 67％ 

 

 ②前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、 

  地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業 

  者によって提供されたものの割合 

 

訪問介護 ホームヘルプサービス

ペアレントかすが 

26％ 

春日市社協ホームヘ

ルパーステーション 

24％ 

アスパル 

ケアセンター春日 

17％ 

通所介護 かすがの郷 

デイサービスセンター 

37％ 

大野城市南デイサー

ビスセンター南風 

7％ 

ツクイ春日一の谷 

 

7％ 

地域密着型 

通所介護 

デイサービス 

ときどき春日 

48％ 

笑顔満開 

はなことば春日 

41％ 

レッツリハ春日 

 

9％ 

福祉用具貸与 アルク九州販売有限会

社 

15％ 

㈱介護の太助 

11％ 

㈱グット・リンク 

9％ 

 

                ２０２４年（令和６年）３月～２０２４年（令和６年）８月 


